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2018年４月５日 

各 位 

会 社 名 アサヒグループホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 兼 CEO 小 路 明 善 

 (コード：2502 東証第１部) 

問合せ先 広報部門ゼネラルマネージャー田中 隆之 

 (TEL.03－5608－5126) 

 

(訂正)2017年12月期決算短信[IFRS](連結）の一部記載漏れ（事業等のリスク）について 

 

当社は、2018年２月15日 15時00分に発表した「2017年12月期 決算短信[IFRS](連結）」につきまして、下記の

とおり一部訂正すべき事項がございましたのでお知らせいたします。 

訂正内容の「(６)事業等のリスク」につき、第94期有価証券報告書において、15項目の記載がありますが、2017年

12月期決算短信[IFRS](連結)においては、[⑧海外事業におけるリスクについて]以降が記載漏れとなっているので、

追加するものです。 

なお、数値データについては、訂正はありません。 

記 

 

１．訂正の内容 

 （６）事業等のリスク（決算短信 ７項） 

決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性が

ある事項には、以下のようなものがあります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、当年度末現在においてアサヒグループが判断したものであります。 

 

①国内市場・経済の動向及び人口の変動による影響について 

 アサヒグループの売上収益において酒類事業の占める割合は約46％となっており、またその大部分は国内市場で

の売上となっております。今後の国内景気の動向によって、酒類消費量に大きな影響を与える可能性が考えられま

す。また、日本国内での人口の減少、少子高齢化が進んでいくと、酒類の消費量の減少、また酒類のみならず飲料

事業、食品事業における消費量にも影響を与え、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

②税制改正について 

 消費税や酒税の増税等が行われた場合、消費マインドの変化によって酒類事業、飲料事業、食品事業における消

費量が変化し、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。特に、2020年から段階的に

実施される酒税の税率変更に伴う価格変更により、ビール類の需要が他ブランドや他カテゴリーへ流出した場合、

アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③特定商品への依存について 

 アサヒグループの売上収益の中で重要な部分を占めるのが、ビール類販売による売上であります。アサヒグルー

プとしましては、ビール類以外にも酒類全般における商品のラインアップを充実させ売上収益を増加させるととも

に、酒類事業以外に飲料、食品といった事業の拡大を図っております。しかしながら、市場の需要動向によってビ

ール類消費量の大幅な減少を余儀なくされる等、予期せぬ事態が発生した場合、アサヒグループの業績及び財務状

況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④食品の安全性について 

 アサヒグループは、最高の品質をお客様にご提供することを経営理念として掲げており、グループ内の多様な検

査管理体制によって食品の安全性を確立しております。一方で、食品業界を取り巻く昨今の環境においては、残留

農薬、遺伝子組み換え、アレルギー物質、放射性物質等の管理や異物混入防止等の従来の食品安全への取組みに加
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え、品質データの改ざん防止や、意図的な異物混入を防止するフードディフェンスの取組みの必要性が増しており

ます。アサヒグループでは、そのリスクを事前に察知あるいは評価し、顕在化する前に対処するよう取組みを強化

しておりますが、取組みの範囲を超える事態が発生した場合、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

⑤原材料価格の変動について 

 アサヒグループの製品に使用する主要な原材料の価格は、天候、自然災害等によって変動します。価格が高騰し

た場合には製造コストの上昇に繋がり、また市場の状況によって販売価格に転嫁することができない場合があり、

アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥気象条件、自然災害等による影響について 

 アサヒグループの酒類及び飲料の売上については、異常気象や天候不順によって市場が低迷した場合、その販売

量が影響を受ける可能性があります。また、突発的に発生する災害や天災、不慮の事故等の影響で製造、物流設備

等が損害を被ることにより、資産の喪失、商品の滞留等による損失計上、設備復旧のための費用、生産、物流の停

止による機会損失が考えられ、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦情報システムのリスクについて 

 アサヒグループは、販促キャンペーン、通信販売等により多数のお客さまの個人情報を保持しております。アサ

ヒグループは、これらの重要な情報の紛失、誤用、改ざん等を防止するため、システムを含め情報管理に対して適

切なセキュリティ対策を実施しております。しかしながら、停電、災害、ソフトウエアや機器の欠陥、コンピュー

タウィルスの感染、不正アクセス等予測の範囲を超える出来事により、情報システムの崩壊、停止または一時的な

混乱、顧客情報を含めた内部情報の消失、漏洩、改ざん等のリスクがあります。このような事態が発生した場合、

営業活動に支障をきたし、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(以下、追加項目)  

 

   ⑧海外事業におけるリスクについて 

アサヒグループは、欧州、オセアニア及びアジアにて海外での事業を展開しております。アサヒグループとしま

しては、海外事業におけるリスクを事前に察知し、顕在化する前に具体的かつ適切な対処をするよう取り組んでお

りますが、以下のような予期できない、または予測の範囲を超える変化があった場合、アサヒグループの業績及び

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ・ 予期できない租税制度や法律、規制等の改正 

     ・ 政治的要因及び経済的要因の変動 

     ・ 伝染病の流行による社会的・経済的混乱 

     ・ 予測の範囲を超えた市場の変動、為替レートの変動 

     ・ テロ・戦争の勃発による社会的・経済的混乱 

     ・ 異常気象や地震等の自然災害の発生 

 

  ⑨環境に関するリスクについて 

アサヒグループは、廃棄物再資源化、省エネルギー、二酸化炭素排出の削減、容器リサイクルの徹底を図り、事

業を遂行していくうえで環境に関連する各種法律、規制を遵守しております。しかしながら、関係法令等の変更に

よって、新規設備の投資、廃棄物処理方法の変更等による大幅なコストの増加が発生する場合、アサヒグループの

業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑩法律、規制等の変更によるリスクについて 

アサヒグループは、国内で事業を遂行していくうえで、酒税法、食品衛生法、製造物責任法等様々な法的規制の

適用を受けております。また海外事業を展開していくうえでも関係する法律、規制等の適用を受けております。こ

れらの法律、規制等が変更された場合、または予期し得ない法律、規制等が新たに導入された場合、アサヒグルー
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プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑪アルコール飲料規制の動きについて  

アサヒグループは、アルコール飲料を製造・販売する企業として、企業の社会的責任（CSR）を果たすため、広

告の表現や容器への表示に関して細心の注意をはらうとともに、未成年飲酒・妊産婦飲酒の防止等、適正飲酒の啓

発活動に積極的に取り組んでおりますが、国際的にアルコール問題が議論される中、予想を大幅に超える規制が行

われた場合、酒類消費量が減少し、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑫訴訟のリスクについて 

アサヒグループは、事業を遂行していくうえで、各種関係法令を遵守し、また社員がコンプライアンスを理解し、

実践することに最善の努力をしております。しかしながら、国内国外を問わず事業を遂行していくうえで、訴訟提

起されるリスクを抱えております。万一アサヒグループが訴訟を提起された場合、また訴訟の結果によっては、ア

サヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑬保有資産の価格変動について 

アサヒグループが保有する土地や有価証券等の資産価値の下落や事業環境の変化等があった場合、アサヒグルー

プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑭退職給付関係について 

アサヒグループの従業員及び元従業員の退職給付債務及び退職給付費用は、数理計算上で使用される割引率等に

基づき算出されております。制度資産の公正価値変動、金利の変動、年金制度の変更等、前提条件に大きな変動が

あった場合、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑮事業・資本提携について 

アサヒグループは、中期経営方針に沿って、成長基盤確立の一環として国内外他社との事業・資本提携を推進し

ています。しかしながら、アサヒグループ、提携先及び出資先を取り巻く事業環境の変化等の影響によって、当初

想定していたシナジー効果を得られない可能性があります。また、そのような環境変化によって、提携先及び出資

先の事業、経営及び財務状況の悪化等が生じた場合、アサヒグループの事業、業績及び財務状況に影響を及ぼす可

能性があります。 

 また、出資先が業績不振となり、出資に伴い発生した「のれん」等について多額の減損損失を計上する必要が生

じた場合、アサヒグループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

２．訂正の理由 

 「2017年12月期 決算短信[IFRS](連結）」に記載漏れがありましたので、訂正（追加）します。 

 

 

 

 

 

以 上  


